
 

ベラルーシ共和国 

 

個人情報の保護に関する制度の有無 包括的な法令として、以下の法令が存在する。 

◼ 「データ保護法」（Law of the Republic of Belarus “On Personal Data Protection” of 

7 May 2021 No. 99-Z） 

- URL：https://pravo.by/upload/docs/op/H12100099_1620939600.pdf 

https://cpd.by/en/national-regulation/the-belarusian-data-protection-act/（規制

当局による非公式の英訳） 

（いずれも改正前の条文）1 

- 施行状況：2021 年 5 月 7 日制定、2021 年 11 月 15 日施行、2022 年 6 月 1 日改正 

- 対象機関：民間部門及び公的部門 

- 対象情報 

「個人データ」は、識別された個人、または姓、氏名、生年月日、識別番号、または

身体的、心理的、精神的、経済的、文化的もしくは社会的側面を表す一つまたは複数

の特性によって直接または間接に識別され得る個人に関するあらゆる情報と定義され

る。 

また、「特別個人データ」は、人種もしくは国籍、政治的意見、労働組合への加入状況、

宗教その他の信条、性生活もしくは健康、行政罰もしくは刑事罰に関する記録、また

は生体認証もしくは遺伝子に関する個人情報と定義され、特別に保護されている。 

- 対象となる処理：自動化ツールを使用する個人データの処理、および自動化ツールを

使用しないが個人情報の検索および／または特定の基準（ファイルキャビネット、リ

 
1 改正後の条文はオープンソースデータとしては公開されていない。改正前と比較すると、データ主体の同意を得ずに個人データ（特殊なものを含む）を処理する

法的根拠の範囲が拡大される等の変更点がある。 

https://pravo.by/upload/docs/op/H12100099_1620939600.pdf
https://cpd.by/en/national-regulation/the-belarusian-data-protection-act/


 

スト、データベース、記録データなど）に従ったアクセスが提供される個人データの

処理。法定された手続の下で国家機密として分類された個人データの処理は、データ

保護法の保護の対象とされない。 

- 地理的範囲：地理的範囲を定める特別な規定はない。 

- 特定分野に適用される特別法は制定されていないが、（i）特定分野（雇用、教育等）を

含む、一般法の要件を詳しく説明する多くの勧告（recommendations）や、（ii）特定

の分野（医療、航空輸送等）における個人情報の取扱いに適用される特則がある。 

 

◼ 「情報法」（Law on Information, Informatisation and Data Protection of 10 Novembe

r 2008 No. 455-Z） 

- URL：https://pravo.by/document/?guid=3871&p0=H10800455（ロシア語のみ） 

- 個人の私生活に関する情報や個人データを含む「制限情報」を規定する。 

- 本法は「データ保護法」が施行される以前から重要な法律であったが、「データ保護法」

と一部に内容の矛盾があることから、今後改正が予定されている。 

個人情報の保護に関する制度についての

指標となり得る情報 

EU の十分性認定2：なし 

APEC の CBPR システム3：なし 

 
2 EU の十分性認定を取得した国又は地域は、個人情報保護委員会が我が国と同等の保護水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有する外国等とし

て指定している EU（EU 加盟国及び欧州経済領域の一部であるアイスランド、ノルウェー、リヒテンシュタイン）の個人情報の保護に関する制度である GDPR 

又はその前身のデータ保護指令に基づき、欧州委員会が十分なデータ保護の水準を有していると認められる旨の決定を行っている国又は地域であることから、概ね

我が国と同等の個人情報の保護が期待できる。このような意味において、EU の十分性認定を取得した国又は地域であることは、「個人情報の保護に関する制度に

ついての指標となり得る情報」に該当する。 

3 APEC の CBPR システム参加の前提として、APEC のプライバシーフレームワークに準拠した法令を有していること、及び CBPR 認証を受けた事業者やアカ

ウンタビリティエージェントにおいて解決できない苦情・問題が生じた場合に執行機関が調査・是正する権限を有していること等が規定されていることから、我が

国と同じく APEC の CBPR システムに参加しているエコノミーにおいては、APEC のプライバシーフレームワークに準拠した法令と当該法令を執行する執行機

https://pravo.by/document/?guid=3871&p0=H10800455


 

OECD プライバシーガイドライン８原則

4に対応する事業者等の義務又は本人の権

利 

OECD プライバシーガイドライン８原則に対応する事業者等の義務又は本人の権利について

は、以下のとおり。 

① 収集制限の原則 データ保護法に規定されている。 

② データ内容の原則 データ保護法に規定されている。 

③ 目的明確化の原則 データ保護法に規定されている。 

④ 利用制限の原則 データ保護法に規定されている。 

⑤ 安全保護の原則 データ保護法に規定されている。 

⑥ 公開の原則 データ保護法に規定されている。 

⑦ 個人参加の原則 データ保護法に一部規定されている。 

⑧ 責任の原則 データ保護法に規定されている。 
 

その他本人の権利利益に重大な影響を及

ぼす可能性のある制度 

◼ 個人情報の域内保存義務に係る制度であって、本人の権利利益に重大な影響を及ぼす可能

性のあるもの 

- 2010 年 2 月 1 日付ベラルーシ共和国大統領令第 60 号「インターネットの国内セグメ

ントの利用改善に関する措置について」は、「インターネットに接続された情報ネット

ワーク、システム、リソースを通じて、ベラルーシ領域内で商品の販売、仕事の遂行、

サービスの提供を行う活動は、ベラルーシ法に基づき法人化し、その支店や代表事務

所がベラルーシに存する法人や、ベラルーシにおいて登録された個人事業主によって、

ベラルーシに設置され正式に登録された情報ネットワーク、システム、リソースを使

って行う」と定める。 

 

関を有していると考えられるため、個人情報の保護について概ね我が国と同等の保護が期待できる。このような意味において、APEC の CBPR システム参加エコ

ノミーであることは、「個人情報の保護に関する制度についての指標となり得る情報」に該当する。なお、APEC の CBPR システムの対象は、民間部門である。 

4 OECD プライバシーガイドライン８原則は、OECD 加盟国はもとより国際的な個人情報保護への取組において参照される基本原則としての役割を果たし、各国

が 個人情報保護制度を整備するにあたっては、事実上の世界標準として用いられている。 



 

- ベラルーシ共和国大統領直属の運用分析センター規則（配布および（または）提供が

制限される情報の処理を目的とした情報システムにおける情報の技術的および暗号的

保護のための手続に関する 2020 年 2 月 20 日付け規則第 66 号）では、個人データを

含む情報システムおよび情報資源における情報セキュリティシステムの設計、作成、

および実装についての要求事項を定めている。この規則は、法的に情報の域内保存義

務を定めるものではないと考えられる。ただし、ベラルーシの現地事業者の情報資源

／システムに対して策定された技術的な問題に関する規定の解釈適用を通じて、事実

上、ベラルーシの現地事業者には域内保存が要求されていると解釈する余地がある。 

 

◼ 事業者に対し政府の情報収集活動への協力義務を課す制度であって、本人の権利利益に重

大な影響を及ぼす可能性のあるもの 

 

① Law of the republic of Belarus of 15 July 2015 No. 307-Z “On Operational and 

Investigative Activities”（OIA 法） 

- 作戦・調査活動（OIA）を実施する当局は、(i)問い合わせ、(ii)物品、文書、コン

ピュータ情報の調査など現場での捜索と情報収集、(iii)電気通信（TCM）の監視、

音響監視など遠隔での秘密監視、によって個人情報にアクセスできる。このよう

な活動は、OIA 法で定められた目的のためにのみ実施することができる。 

- OIA 法は、特定の透明性要件（政府によるアクセスの事実についてデータ対象者

に通知する義務を含む）を規定していない。さらに、対象者の認識、通知、同意

なしに実施される秘密 OIA も存在する。 

- データ対象者は、自己の権利、自由及び正当な利益の侵害又は制限を疑う場合、

一定の場合（例えば、OIA の対象者に関連する刑事事件が解決された場合）、措置



 

により取得された自己に関するデータを閲覧することができる。当局がかかる情

報の提供を拒否した場合、データ対象者は、立証書類を提供して裁判所に提訴す

ることができる。 

 

② Regulation on the Procedure for Interaction of Telecommunication Operators wit

h Authorities carrying out Operational and Investigative Activities approved by E

dict of the President of the Republic of Belarus of 3 March 2010 No. 129 (Reg

ulation No. 129) 

- OIA の実施を容易にすることを目的とした運用調査措置システム（SORM）に関

する規定を定めるものであり、電気通信事業者は特別な装置を設置し、特定の当

局に対し、加入者情報に対するアクセスを実施させる。 

- Regulation on Interaction of Telecommunication Operators, Telecommunicati

on Services providers and Internet-resource Owners with Authorities carrying

 out Operational and Investigative Activities approved by Edict of the Presid

ent of the Republic of Belarus of 18 October 2022 No. 368 (Regulation No.

 368)が 2023 年 1 月 22 日より新たに施行されることにより、Regulation No. 1

29 は廃止され、Regulation No.368 が効力を有することになる。 

Regulation No. 368 は、電気通信事業者に SORM を導入させ、当局に対するア

クセスを保障させることに加え、電気通信役務提供者やインターネットリソース

オーナーに対し、(i)OIA を実施する当局との電子交流に関する特別情報システム

への登録、(ii)特定の技術要件の実行、(iii)権限を与えられた国家当局による、デ

ータベース、利用者・電気通信・インターネットサービスに関する情報を含む自

動化システム、およびインターネットリソースを利用して提供されるサービスの



 

うち当該利用者に提供される電気通信サービス以外のものに対するアクセスの保

障を義務づけるものである。 

 

③ Edict of the President of the Republic of Belarus of 25 March 2003 No. 116 

“On Foreign Intelligence Issues” (Edict No. 116) 

- 国家保安委員会（KGB）、国防省、国家国境委員会による対外諜報活動のための一

般的な枠組みを規定するもので、これらの当局は、権限の範囲内で、個人データ

を要求し、これを含む情報システムにアクセスする権利を有する。 

 

（令和 4 年 10 月 6 日更新） 


